白山市除雪機械賃貸借（凍結防止剤散布車）契約書

　白山市（以下「発注者」という。）と　　　（落　札　業　者）　　（以下「受注者」という。）との間で、受注者の所有に係る車両を賃貸借するにあたり、次のとおり賃貸借契約を締結する。

（信義誠実の義務）

第1条 発注者、受注者双方は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。

（賃貸借車両）

第2条 受注者は、発注者に所有する次の車両を使用させるものとする。〔仕様書のとおり〕
　　車両名：　凍結防止剤散布車
　　仕　様：　ホッパ容量２．５㎥以上　…　１台
　　　　　　　ホッパ容量３．４㎥以上　…　１台

（賃貸借期間）

第3条 賃貸借期間は、令和９年１１月１５日から令和１３年３月１５日までのうち、発注者が指定する期間とする。
　（賃貸借料金）

第4条 賃貸借料金は、年額　　　（落　札　金　額）　　　円

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　　　円）とする。

（賃貸借料の支払い）

第5条 発注者は、第3条に定める期間における賃貸借料（年度毎）を受注者に支払うものとし、発注者は、受注者から適法な請求書を受理したときは、その日から30日以内に賃貸借料を支払わなければならない。
２　この契約締結後、消費税法（昭和63年法律第108号）等の改正等によって消費税等額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を変更することなく業務委託料に相当額を加減して支払うものとする。
３　地方自治法第234条の3に規定される長期継続契約であり、本契約の属する年度の翌年度以降において、歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合は、事前に受注者へ書面により通知するものとし、この理由により、本契約を変更又は解除した場合に生じた損害賠償について発注者に請求できないものとする。
（賃貸借目的）

第6条 発注者は、賃貸借車両を発注者の実施する除排雪作業の目的で使用するものとする。
２　発注者は、賃貸借車両を発注者の指定する業者に発注者の指示する除排雪作業を目的として貸与することができる。この場合において、受注者の承諾は必要としないものとする。
（賃貸借車両の保守管理）

第7条 発注者は、善良なる管理者の注意をもって賃貸借車両を保管し、関連法令を守り、車両の本来の用途・能力に従って使用し、常時正常の状態に維持管理する。そのための費用は特約のない限り、発注者が負担するものとする。
２　発注者の責に帰することができない理由により、賃貸借車両の故障・破損などが発生した場合は、受注者の責任と負担でこれを修理するか、又は代替の車両を引渡すものとする。

（賃貸借車両についての損害補償）

第8条 賃貸借車両が、発注者の使用方法・取扱いの不備により損傷し、補償保険等による対応ができない場合は、修理費を発注者は受注者に支払うものとする。
２　発注者の過失により賃貸借車両が盗難にあったり、滅失し、補償保険等による対応ができない場合は、賃貸借車両と同じ同等品を受注者に返却するか、又は時価相当額を発注者は受注者に支払うものとする。
（損害賠償責任）

第9条 発注者が受注者の賃貸借車両の保管・使用に起因して（ただし、受注者の整備不良など受注者の責に帰すべき事由に起因する場合を除く。）第三者に対し人的・物的な損害が発生した場合は、発注者の責任においてすみやかに損害の程度に相当する額を当該第三者に賠償金として支払うものとする。ただし、受注者があらかじめ賠償責任保険を付している事故について受注者が保険金を受け取った場合は、その保険受取全額を限度とし、受注者は発注者に交付することができる。

（補償）

第10条 第8条、第9条について受注者の定める「補償制度」の適用を下記の内容で補填するものとする。ただし補償料金は賃貸借料金に含むものとする。

１．対人補償　　　被害者１名につき無制限（免責額なし）
２．対物補償　　　１事故につき無制限（免責額１０万円）
３．搭乗者保険　　５００万円

４．動産補償　　　１事故につき車両時価額を上限に補償（免責額２０万円）

　　　　　　　　　ただし、車両の盗難、全損の場合は免責額５０万円
（疑義の決定）

第11条 本契約又は、本契約に定めのない事項について疑義が生じた場合は、発注者と受注者との協議の上定めるものとする。

　本契約の証として、本書２通を作成し、発注者と受注者との双方記名押印の上、各自１通を保有するものとする。
　　令和　８年　　月　　日
	発注者
	
	白 山 市 長　　　田　村　敏　和　　　　　　印

	

	受注者
	
	所　 在 　地　

	
	
	商号又は名称　

	
	
	代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　 印


別紙

債務負担行為に係る契約の特則（賃貸借）

（債務負担行為に係る契約の特則）

第１条　債務負担行為に係る契約において、各会計年度における賃借料の支払限度額（以下「支払限度額」という。）は、次のとおりとする。

令和８年度　　　　　　　　　　　０円

令和９年度　　　　　　　　　　　　円
令和１０年度　　　　　　　　　　　円
令和１１年度　　　　　　　　　　　円

令和１２年度　　　　残　　　額

２　支払限度額に対する各会計年度の履行高予定額は、次のとおりとする。

令和８年度　　　　　　　　　　　０円

令和９年度　　　　　　　　　　　　円
令和１０年度　　　　　　　　　　　円
令和１１年度　　　　　　　　　　　円

令和１２年度　　　　残　　　額
３　発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第１項の支払限度額及び前項の履行高予定額を変更することができる。

